
Ｑ４：今回の地震で、事業場の施設・設備が直接的な被害を受け労働者を休業させる場合、
労働基準法第26条の「使用者の責に帰すべき事由」による休業に当たるでしょうか。

Ｑ５：今回の地震により、事業場の施設・設備は直接的な被害を受けていませんが、取引先や
鉄道・道路が被害を受け、原材料の仕入、製品の納入等が不可能となったことにより労働者
を休業させる場合、「使用者の責に帰すべき事由」による休業に当たるでしょうか。

Ａ４：労働基準法第26条では、使用者の責に帰すべき事由による休業の場合には、使用者は、
休業期間中の休業手当（平均賃金の100分の60以上）を支払わなければならないとされて
います。
ただし、天災事変等の不可抗力の場合は、使用者の責に帰すべき事由に当たらず、使用者
に休業手当の支払い義務はありません。ここでいう不可抗力とは、①その原因が事業の
外部より発生した事故であること、②事業主が通常の経営者として最大の注意を尽くして
もなお避けることのできない事故であることの２つの要件を満たすものでなければなら
ないと解されています。
今回の地震で、事業場の施設・設備が直接的な被害を受け、その結果、労働者を休業
させる場合は、休業の原因が事業主の関与の範囲外のものであり、事業主が通常の経営者
として最大の注意を尽くしてもなお避けることのできない事故に該当すると考えられます
ので、原則として使用者の責に帰すべき事由による休業には該当しないと考えられます。
なお、Ｑ２、Ａ２もご覧ください。

Ａ６：今回の地震に伴って、電力会社において実施することとされている地域ごとの計画停電
に関しては、事業場に電力が供給されないことを理由として、計画停電の時間帯、すな
わち電力が供給されない時間帯を休業とする場合は、原則として、労働基準法第26条に
定める使用者の責に帰すべき事由による休業には該当せず、休業手当を支払わなくても
労働基準法違反にならないと考えられます。なお、Ｑ２、Ａ２もご覧ください。

※労働基準法上の義務については、個別事案ごとに諸事情を総合的に勘案すべきものですので、
具体的なご相談など詳細については、お近くの都道府県労働局又は労働基準監督署にお問い
合わせください。
※今回のＱ＆Ａのほか、採用内定取り消しなどへの対応や助成金など企業・法人の方向けの
地震関連の情報はこちらでご覧いただけます。

厚生労働省　http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r985200000155ks.html

Ａ５：今回の地震により、事業場の施設・設備は直接的な被害を受けていない場合には、原則
として「使用者の責に帰すべき事由」による休業に該当すると考えられます。ただし、
休業について、①その原因が事業の外部より発生した事故であること、②事業主が通常
の経営者として最大の注意を尽くしてもなお避けることのできない事故であることの２
つの要件を満たす場合には、例外的に「使用者の責に帰すべき事由」による休業には該
当しないと考えられます。具体的には、取引先への依存の程度、輸送経路の状況、他の
代替手段の可能性、災害発生からの期間、使用者としての休業回避のための具体的努力
等を総合的に勘案し、判断する必要があると考えられます。なお、Ｑ２、Ａ２もご覧く
ださい。

特定社会保険労務士　西川みさき

Ｑ６：今回の地震に伴って計画停電が実施され、停電の時間中を休業とする場合、労働基準法
第26条の休業手当を支払う必要はあるのでしょうか。

Ａ７：計画停電の時間帯を休業とすることについては、Ｑ６の回答のとおり、原則として、
労働基準法第26条に定める使用者の責に帰すべき事由による休業には該当しないと考え
られますが、計画停電の時間帯以外の時間帯については、原則として労働基準法第26条
に定める使用者の責に帰すべき事由による休業に該当すると考えられます。ただし、
他の手段の可能性、使用者としての休業回避のための具体的努力等を総合的に勘案し、
計画停電の時間帯のみを休業とすることが企業の経営上著しく不適当と認められる場合
には、計画停電の時間帯以外の時間帯を含めて、原則として労働基準法第26条の使用者
の責に帰すべき事由による休業には該当せず、休業手当を支払わなくても労働基準法
違反とはならないと考えられます。なお、Ｑ２、Ａ２もご覧ください。

Ｑ７：今回の地震に伴って計画停電が実施される場合、計画停電の時間帯以外の時間帯を含めて
１日全部を休業とする場合、労働基準法第26条の休業手当を支払う必要はあるのでしょうか。


